
平成１６年度中央卸売市場会計決算審査意見書 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象  中央卸売市場 

２ 審査の方法 

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、中央卸売市場事業の経営成績及

び財政状態を適正に表示しているかを検証するため、決算諸表、総勘定元帳その他の帳簿及び証

拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算についての説明を聴取するなどの方法により

審査を実施した。 

また、本事業の経営状況を把握するため計数の分析を行うとともに、経済性の発揮及び公共性

の確保の観点から事業運営が適切に行われているかを検証した。 

なお、今年度の審査においては、収益的支出及び資本的支出の計理区分が適正に行われている

かについて、重点的に審査した。 

３ 審査の期間  平成１７年６月６日から同年９月７日まで 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算諸表について 

審査に付された決算諸表は、中央卸売市場事業の経営成績及び財政状態を、別項指摘事項を除

き適正に表示しているものと認められる。 

２ 事業運営について 

中央卸売市場の事業は、卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）に基づき開設された１１市場、

１分場で運営されており、都民の食生活に必要な生鮮食料品等の円滑な流通を確保するため、 

市場施設の整備並びに維持管理を行っている。また、豊洲新市場については、平成２４年度開場

を目途に、現在、市場用地の取得、防潮護岸工事等の整備を行っている。 

平成１６年度における卸売業者の取扱数量は、水産物、青果物、畜産物及び花きでそれぞれ前

年度に比べ減少している。これに対し売上金額は、水産物、花きで減少したものの、青果物と畜

産物で増加している。 

収支状況は、総収益１９４億７，５６２万余円に対し、総費用１９５億５，０４３万余円で、

差引き７，４８０万余円の純損失となっている。 

資金状況は、８９億９，７０６万余円の当年度資金不足額が生じ、累積資金剰余額は２４４億

４，６７４万余円となっている。 

経営状況は、営業損失が継続して生じている中で、平成１６年度においては営業外収益の減少

などにより、当期純損失を計上している。また、豊洲新市場の整備等が市場財政に与える影響も

大きなものとなっていることから、市場は経費の削減を図るなど、効率的な事業運営に努める必

要がある。 

 - 1 -



 ３ 指摘事項について 

（１）決算に関するもの 

ア 改良費（資本的支出）で支出すべきもの（「重点審査事項」） 

中央卸売市場における平成１６年度の契約状況（修繕費及び建設改良費）について見たと

ころ、次のとおり、会計処理の是正を要する事例が認められた。 

① 淀橋市場では、破損した裏門門扉の修繕工事契約（契約金額：１８５万５，８５０円、

修繕期間：１６．５．１７～６．２８）を締結し、修繕費（営業費用）で支出しているが、

この修繕工事の内容は、破損した門扉を撤去し、新たに設置したものであり、改良費（資

本的支出）で支出すべきである。 

② 足立市場では、環境整備事業として市場内の荷捌場にフォークリフト専用の充電設備を

設置するため、工事請負契約（契約金額：８９万６，７００円、工事期間：１６．９．８

～ １０．８）を締結し、修繕費（営業費用）で支出しているが、これは、設備の新設で

あることから改良費（資本的支出）で支出すべきである。 

 

イ 建設仮勘定に計上されている経費の取扱いについて早急に検討すべきもの 

建設仮勘定は、建物、構築物などの建設が長期にわたる場合、建設に要した支出額を一時

的に処理する勘定であり、これには建設目的に支出された設計委託料等の経費なども含まれ、

建設が完了したときに建物、構築物などの有形固定資産の各勘定に振替えるものである。 

ところで、中央卸売市場会計が計上している建設仮勘定１８２億９，５７１万余円のうち、

築地市場の再整備事業にかかる基本設計及び実施設計金額は、表１のとおり、１９億９，４

２３万余円となっている。 

しかしながら、築地市場の再整備事業は昭和６１年１月に東京都首脳部会議において「現

在地再整備」を決定したものの、平成１３年１２月に策定された「第７次卸売市場整備計

画」で、豊洲新市場への移転が決定され、現在、新市場の整備が行われているところである。 

局は、建設仮勘定に計上されている築地再整備事業にかかる経費は、将来、振替えること

がないことから、取扱いについて早急に検討すべきである。 

 

（表１）築地市場の再整備事業にかかる建設仮勘定          （単位：円） 

項    目 計上年月日 振替先 振 替 金 額 

築地再整備基本設計 平成 2. 3.31 事務棟 412,413,308 

築地事務所棟ほか実施設計    3. 8.30 事務棟 29,980,018 

築地事務所棟ほか実施設計    4. 3.31 事務棟 1,030,052,308 

築地市場棟ほか実施設計    4. 9. 7 市場棟 1,306,741 

築地市場棟ほか実施設計    5. 3.24 市場棟 520,485,023 

合     計 1,994,237,398 
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第３ 経営状況の概要 

１ 市場における取引の概況について 

平成１６年度における卸売業者の取扱部類別卸売取扱量・売上金額は表２のとおりである。 

取扱量は、生鮮食料品が２９４万６８７ｔ、花きが１９億６，９７１万本（切花換算）と前年

度（生鮮食料品３０４万５，９４６ｔ、花きが２０億４，１９４万本（切花換算））と比較して

減少している。これは加工食品の普及増大等の要因により、市場外流通が増加傾向にあり、その

影響を受けて市場経由率が低下しているためである。 

売上金額は、生鮮食料品が１兆１，９０８億２，３９４万余円、花きが９５１億２，０９５万

余円で、総売上金額は１兆２，８５９億４，４８９万余円となり、前年度の総売上金額（１兆 

２，８１６億１，１２９万余円）と比較して４３億３，３６０万余円（０．３％）増加している。 

取扱部類別について見ると、前年度と比較して、青果物と食肉については取扱量が減少してい

るものの、売上金額は増加している。これは、台風などの天候の影響により青果物の入荷量が減

少したことから価格が上昇したこと、また、ＢＳＥなどの影響により輸入肉が減少し、価格が上

昇したことによるものである。 

 

（表２）卸売業者の取扱部類別取扱量及び売上金額 

平成１６年度 平成１５年度 増（△）減 

取扱量 売上金額  取扱量 

(t) 

売上金額 

(千円) 

取扱量 

(t)

売上金額 

(千円) (t) (%) (千円) (%)

水 産 物 667,669 544,272,639 693,838 557,973,616 △  26,168 △ 3.8 △ 13,700,976 △ 2.5

青 果 物 2,181,636 538,116,300 2,259,071 530,724,168 △  77,435 △ 3.4 7,392,132 1.4

食   肉 91,381 108,435,004 93,036 97,413,406 △  1,655 △ 1.8 11,021,598 11.3

生鮮食料品 

合   計 
2,940,687 1,190,823,945 3,045,946 1,186,111,190 △ 105,259 △ 3.5 4,712,754 0.4

花   き 
万本 

1,969,717 

 

95,120,954 

万本

2,041,943 95,500,105

万本

△  72,225

 

△ 3.5 △  379,150 △ 0.4

総   計 － 1,285,944,899 － 1,281,611,295 － －  4,333,603 0.3

（注）１ 金額は、消費税を含む。 

２ 花きの取扱量は、切葉・切枝・鉢物・苗木・その他について、切花に換算した本数である。 

 

２ 経営成績について 

   平成１６年度における中央卸売市場事業の経営成績は、表３（詳細は、別表１比較損益計算

書）のとおり、総収益１９４億７，５６２万余円に対して、総費用１９５億５，０４３万余円で

あり、差引き７，４８０万余円の純損失となっている。 
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（表３）経営成績比較表                   （単位：千円、％） 

増（△）減      年 度

 

科 目 

平成１６年度

(A) 

平成１５年度

(B) 金  額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

収
益 

営 業 収 益

営業外収益

特 別 利 益

14,200,358

5,275,267

0

14,157,984

6,301,613

301,734

42,374

△ 1,026,346

△  301,734

0.3

△  16.3

△ 100  

総 収 益 19,475,626 20,761,332 △ 1,285,706 △  6.2

費
用 

営 業 費 用

営業外費用

特 別 損 失

15,969,313

3,316,622

264,499

16,649,889

3,511,036

545,463

△  680,576

△  194,413

△  280,963

△  4.1

△  5.5

△  51.5

総 費 用 19,550,436 20,706,389 △ 1,155,953 △  5.6

純 利 益 △  74,809 54,943 △  129,752 △ 236.2

 

（１）収益について 

収益は、表４のとおり、総収益１９４億７，５６２万余円であり、その内訳は、営業収益 

１４２億３５万余円、営業外収益５２億７，５２６万余円である。 

 

（表４）収益比較表                        （単位：千円、％） 

平成１６年度 平成１５年度 増（△）減 年 度 

 

科 目 
金  額 

(A) 
構成比

金  額 

(B) 
構成比

金額 

(C)=(A)-(B) 
率 

(C)/(B)×100

総 収 益 19,475,626 100 20,761,332 100 △ 1,285,706 △  6.2

営 業 収 益 14,200,358 72.9 14,157,984 68.2 42,374 0.3

売上高割使用料 3,229,515 16.6 3,211,957 15.5 17,558 0.5

施 設 使 用 料 8,060,321 41.4 8,066,309 38.9 △   5,988 △  0.1 

雑 収 益 2,910,521 14.9 2,879,716 13.9 30,804 1.1

営 業 外 収 益 5,275,267 27.1 6,301,613 30.4 △ 1,026,346 △ 16.3

受 取 利 息 

及 び 配 当 金 
2,864,986 14.7 3,641,388 17.5 △  776,402 △ 21.3

一般会計補助金 2,220,552 11.4 2,387,303 11.5 △  166,751 △  7.0

国 庫 補 助 金 991 0.0 931 0.0 60 6.4

 

雑 収 益 188,738 1.0 271,990 1.3 △   83,252 △  30.6

 

特 別 利 益 0 0 301,734 1.5 △  301,734 △ 100

 

営業収益は、前年度（１４１億５，７９８万余円）と比較して、４，２３７万余円（０．

３％）増加している。これは主に、施設使用料が５９８万余円減少したものの、売上高割使用

料が１，７５５万余円、雑収益が３，０８０万余円増加したことによる。 

部類別の売上高割使用料は、表５のとおりであり、売上高割使用料の増加は、水産物及び花

きの売上金額が減少しているものの、青果物及び食肉において、売上金額が増加したことによ
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るものである。 

施設使用料は表６のとおりであり、施設使用料の減少は、期中において、長期間遊休となっ

ていた施設があったこと及び車両置場内の電動車充電場所の使用料を免除したことなどによる

ものである。 

 

（表５）部類別・売上高割使用料比較             （単位：千円、％） 

増（△）減     年 度 

 

部 類 

平成１６年度 

(A) 

平成１５年度 

(B) 金  額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

水 産 物 1,343,103 1,372,618 △ 29,515 △ 2.2

青 果 物 1,411,581 1,386,855 24,725 1.8

食 肉 214,419 192,054 22,364 11.6

生鮮食料品計 2,969,104 2,951,529 17,575 0.6

花 き 235,453 235,630 △   177 △ 0.1

そ の 他 24,958 24,797 160 0.6

合 計 3,229,515 3,211,957 17,558 0.5

（注）金額は、卸売業者、仲卸業者の合計である。ただし、その他の欄は、卸売業者、 

仲卸業者及び関連事業者の合計である。 

 

（表６）施設使用料徴収対象面積及び使用料 

面    積（㎡） 金    額（千円） 

平成１６年度 平成１５年度 増(△)減 平成１６年度 平成１５年度 増(△)減

684,434.4 680,418.0 4,016.4 8,060,321 8,066,309 △ 5,988

（注）１ 金額には、冷蔵庫分を含む。 

２ 面積は、両年度とも年度末（３月３１日）現在の数値である。 

 

営業外収益は、前年度（６３億１８１万余円）と比較して、１０億２，６３４万余円（１６．

３％）減少している。これは主に、受取利息及び配当金と、一般会計補助金が減少したことに

よる。 

受取利息及び配当金は、主に、一般会計貸付金に対する貸付利息を見直したことから、受取

利息が減少し、前年度と比較して、７億７，６４０万余円（２１．３％）減少している。 

一般会計補助金は、表７のとおり、業務指導監督等事業費における人件費の減、施設管理費

及び生鮮食料品流通対策費の実績減などにより、前年度と比較して１億６，６７５万余円 

（７．０％）減少している。 
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（表７）一般会計補助金の内訳比較表                （単位：千円） 

区    分 平成１６年度 平成１５年度 増（△）減 

業務指導監督等事業費 1,793,056 1,940,289 △ 147,233

施設管理費 286,064 297,765 △  11,701

生鮮食料品流通対策費 130,316 137,177 △  6,861

企業債利息等 11,116 12,072 △   956

合     計 2,220,552 2,387,303 △ 166,751

 

（２）費用について 

費用は、表８のとおり、総費用１９５億５，０４３万余円であり、その内訳は、営業費用 

１５９億６，９３１万余円、営業外費用３３億１，６６２万余円、特別損失２億６，４４９万

余円である。 

 

（表８）費用比較表                        （単位：千円、％） 

平成１６年度 平成１５年度 増（△）減 年 度 

 

科 目 
金  額 

(A) 
構成比

金  額 

(B) 
構成比

金額 

(C)=(A)-(B) 
率 

(C)/(B)×100

総 費 用 19,550,436 100 20,706,389 100 △ 1,155,953 △ 5.6

営 業 費 用 15,969,313 81.7 16,649,889 80.4 △  680,576 △ 4.1

管 理 費 10,545,612 53.9 11,154,890 53.9 △  609,278 △ 5.5

業 務 費 104,092 0.5 110,352 0.5 △   6,259 △ 5.7

減 価 償 却 費 5,109,282 26.1 5,132,175 24.8 △  22,893 △ 0.4
 

資 産 減 耗 費 210,326 1.1 252,471 1.2 △  42,145 △ 16.7

営 業 外 費 用 3,316,622 17.0 3,511,036 17.0 △  194,413 △ 5.5

生 鮮 食 料 品 

流 通 対 策 費 
139,672 0.7 157,058 0.8 △  17,385 △ 11.1

支払利息及び 

企業債取扱諸費 
3,159,393 16.2 3,337,726 16.1 △  178,332 △ 5.3

繰延勘定償却 15,327 0.1 15,095 0.1 231 1.5

 

雑 支 出 2,229 0.0 1,156 0.0 1,073 92.8

 

特 別 損 失 264,499 1.4 545,463 2.6 △  280,963 △ 51.5

 

営業費用は、前年度（１６６億４，９８８万余円）と比較して、６億８，０５７万余円（４．

１％）減少している。これは、管理費が、退職手当などの減少により、６億９２７万余円減少

したことによるものである。 

営業外費用は、前年度（３５億１，１０３万余円）と比較して、１億９，４４１万余円（５．

５％）減少している。これは主に、生鮮食料品流通対策費が１，７３８万余円、支払利息及び

企業債取扱諸費が１億７，８３３万余円それぞれ減少したことによる。 

生鮮食料品流通対策費の減少は、平成１５年度において江戸開府４００周年記念事業が終了
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したことから、これに係る負担金及び分担金が減少したことなどによるものである。 

支払利息及び企業債取扱諸費の減少は、企業債の償還により、企業債利息が減少したことに

よるものである。 

特別損失は、食肉分場解体工事に伴う固定資産除却費など２億６，４４９万余円を計上して

いる。 

なお、給与費、職員数等については表９のとおりとなっている。 

 

（表９）給与費明細表                    （単位：千円） 

 平成１６年度 平成１５年度 増（△）減 

給 料 1,778,532 1,799,536 △  21,004 

報 酬 191,518 208,853 △  17,334 

手 当 1,408,703 1,460,986 △  52,282 

法 定 福 利 費 565,000 558,169 6,831 

計 3,932,755 4,027,545 △  83,789 

職 員 数 ４０７ 人 ４１３ 人 △  ６人 

平 均 年 齢 ４５歳７月 ４５歳６月 ０歳１月 

職員１人当たり

給 与 額
7,804 千円 7,792 千円 12 千円 

（注）１  職員数及び平均年齢は、年度末現在におけるものである。 

２  職員１人当たり給与額は、（給料＋手当）÷月当たり平均職員数である。 

３  職員は、すべて損益勘定部門に所属している。 

４ 手当には、児童手当及び退職手当は含まれない。 

 

事業の収益性を示す経営比率は、表１０のとおりであり、営業外収益の減少などにより、純

損失を計上したことから、当期の総費用対総収益比率は１００％を上回っている 

 

（表１０）経営比率表                          （単位：％） 

年度 

項目 
平成 12 年度 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 算 式 

経 営 資 本 

営業利益率 
△  0.5 △  0.6 △  0.6 △  0.7 △  0.5 

営業利益

経営資本

営 業 収 益 

営業利益率 
△ 14.8 △ 15.6 △ 16.8 △ 17.6 △ 12.5 

営業利益

営業収益

総 費 用 対 

総収益比率 
98.4 98.7 98.9 99.7 100.4 

総 費 用

総 収 益

    （注）  経営資本＝総資本－（建設仮勘定＋投資） 

 

中央卸売市場の経営成績は以上のとおりであり、表１１の純損益の推移について見ると、営業

損益において、平成１２年度から３年間にわたって施設使用料を値上げ（平成１１年度と比較し
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て、平成１２年度８％、平成１３年度１４％、平成１４年度１６％）したにもかかわらず、平成

１２年度以降、５年連続して損失が生じている。この結果、累積欠損金は、別表１の比較損益計

算書のとおり、１５２億５，８３９万余円となっている。 

 

 （表１１）純損益の推移                   （単位：百万円） 

年度 

区分 
平成 12 年度 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 

純損益 322 296 234 54 △   74 

営業損益 △ 2,018 △ 2,193 △ 2,430 △ 2,491 △ 1,768 

経常損益 322 804 122 298 189  

特別損益 0 △  507 112 △  243 △  264 

 

３ 財政状態について 

（１）資本的収支について 

資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支の状況は、表１２のとおりである。 

 

（表１２）資本的収支比較表                   （単位：千円） 

項    目 平成１６年度 平成１５年度 増（△）減 

資本的収入 13,228,459 1,372,250 11,856,208

企業債 3,224,387 1,358,686 1,865,700
 

その他資本収入 10,004,072 13,564 9,990,507

資本的支出 29,151,147 10,734,647 18,416,500

建設改良費 19,808,752 5,216,696 14,592,055

企業債償還金 9,149,520 5,510,926 3,638,593

投資 138,920 0 138,920
 

国庫補助金返納額 53,955 7,024 46,930

資本的収支 △ 15,922,688 △ 9,362,396 △  6,560,292

（注）金額は、消費税を含む。 

 

資本的収入は、１３２億２，８４５万余円で、前年度（１３億７，２２５万余円）と比較し

て、１１８億５，６２０万余円増加している。これは、企業債収入が１８億６，５７０万余円、

その他資本収入が９９億９，０５０万余円増加したことによる。 

その他資本収入の増加は、主に、長期貸付金である一般会計貸付金の返還によるものである。 

資本的支出は、２９１億５，１１４万余円で、前年度（１０７億３，４６４万余円）と比較

して、１８４億１，６５０万余円増加している。これは主に、豊洲新市場の建設とそれに伴う

土地購入により、建設改良費が１４５億９，２０５万余円、企業債償還金が３６億３，８５９
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万余円増加したことによるものである。 

 

（２）資産及び負債・資本について 

平成１６年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりである。 

資産総額は、６，３１９億４，９０１万余円で、前年度（６，３２０億１，４８４万余円）

と比較して、６，５８３万余円（０．０％）減少している。これは主に、固定資産が７５億 

７，０５２万余円増加したものの、流動資産が７６億２，２６４万余円減少したことによる。 

固定資産の増加は、投資が９８億６，５１５万余円減少したものの、有形固定資産が１７４

億３，０８７万余円増加したことによるものである。 

投資の減少は、一般会計貸付金の返還により、貸付金が９８億６，５１５万余円減少したこ

とによるものであり、有形固定資産の増加は、減価償却などにより建物が２４億５，０９１万

余円、機械及び装置が１４億１，１７４万余円減少しているものの、豊洲新市場の整備に伴い、

土地が１１８億９，４９１万余円、建設仮勘定が９６億１，３２６万余円増加したことによる

ものである。 

流動資産の減少は、前払金が６億２，６４４万余円増加したものの、現金預金が、８１億 

９，５９１万余円減少したことによるものである。 

負債総額は、１０３億８，７６２万余円で、前年度（４４億７，４１６万余円）と比較して、

５９億１，３４６万余円（１３２．２％）増加している。これは主に、その他固定負債である

土地年賦未払金が３５億６，８４７万余円、流動負債の未払金が２３億４，１０１万余円、そ

れぞれ増加したことによる。 

その他固定負債の増加は、豊洲新市場用地取得に伴い、土地年賦未払金が３５億６，８４７

万余円増加したことによるものである。 

未払金の増加は、主に、建設改良費未払金が２５億４，５７０万余円増加したことによるも

のである。 

資本総額は、６，２１５億６，１３９万余円で、前年度（６，２７５億４，０６８万余円）

と比較して、５９億７，９２９万余円（１．０％）減少している。これは主に、企業債の償還

により、借入資本金が５９億２，３５２万余円減少したことによるものである。 

次に、当年度における企業債及び支払利息等の状況は、表１３のとおりである。 

企業債の未償還残高は、８０８億８，２８３万余円であり、前年度（８６８億６３５万余

円）と比較して、５９億２，３５２万余円減少している。 

また、支払利息等は、３１億５，９３９万余円であり、前年度（３３億３，７７２万余円）

と比較して、企業債の償還などにより１億７，８３３万余円減少している。 
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（表１３）企業債及び支払利息等の状況                 （単位：千円） 

平成１６年度 
区   分 

平成１６年度

末残高  (A) 増 加 減 少 

平成１５年度

末残高 (B) 

増(△)減 

(A)-(B) 

企 業 債 80,882,836 3,226,000 9,149,520 86,806,357 △ 5,923,520

区   分 平成１６年度支払額 (C) 平成１５年度支払額 (D) 
増(△)減 

(C)-(D) 

企業債利息 3,136,175 3,323,988 △  187,812

企業債取扱

諸   費
23,218 13,737 9,480

利

息

等

支

払 

計 3,159,393 3,337,726 △  178,332

 

以上の財政状態を財務比率の推移で見ると、表１４のとおりであり、豊洲新市場の建設に伴

う資金需要の増大に伴い、現金及び預金が減少したことなどから、当期の流動比率は大幅に低

下している。 

 

（表１４）財務比率の推移                        （単位：％） 

年度 

項目 
平成 12 年度 平成 13 年度 平成 14 年度 平成 15 年度 平成 16 年度 算 式 

流 動 比 率 639.4 981.6 701.3 889.9 466.0 
流動資産

流動負債

自 己 資 本 

構 成 比 率 
84.1 84.4 84.8 85.6 85.6 

自己資本

総 資 本

固 定 長 期 

適 合 率 
92.5 93.7 94.0 94.5 96.6 

固定資産

長期資本

（注）１ 自己資本＝自己資本金＋剰余金 

２ 長期資本＝資本金＋剰余金 

 

（３）資金収支について 

平成１６年度における資金収支の状況は、表１５のとおりである。 

資本的収入は、１３２億２，８４５万余円で、この資本的収入に前年度繰越工事資金   

を加えた総収入額は１４２億４，７４９万余円となっている。これに対して資本的支出は、 

２９１億５，１１４万余円で、この資本的支出の総額に翌年度繰越工事資金を加えた総支出額

は２９１億９，９６２万余円となっており、資本的収支資金不足額は、１４９億５，２１２万

余円となっている。 

また、収益的収支において、減価償却費等の損益勘定留保資金等の補てん財源合計額６０億

２，９８７万余円から、当年度純損失７，４８０万余円を差し引いた５９億５，５０６万余円

が資金剰余となり、資本的収支と収益的収支を合わせた資金収支において８９億９，７０６万

余円の資金不足となっている。 
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この結果、累積資金剰余額は、表１６のとおり、２４４億４，６７４万余円となっている。 

 

（表１５）資金収支表                         （単位：千円） 

支       出 収       入 

項      目 金  額 項      目 金  額 

資本的支出      (Ａ) 29,151,147 資本的収入      (Ｂ) 13,228,459

翌年度繰越工事資金  (Ｃ) 48,477 前年度繰越工事資金  (Ｄ) 1,019,040

計 (Ｅ)＝(Ａ)＋(Ｃ) 29,199,624 計 (Ｆ)＝(Ｂ)＋(Ｄ) 14,247,499

 資本的収支資金不足額 

(Ｇ)＝(Ｆ)－(Ｅ) 
14,952,125

当年度純損失     (Ｈ) 74,809 （補てん財源内訳） 

損益勘定留保資金 

・減価償却費 

・固定資産除却費等 

・企業債発行差金償却 

消費税資本的収支調整額 

5,495,912

5,109,282

371,303

15,327

533,958

 計    (Ｉ) 6,029,870

収益的収支資金剰余額 

(Ｊ)＝(Ｉ)－(Ｈ) 5,955,061  

 
当年度資金不足額 

(Ｋ)＝(Ｇ)－(Ｊ) 8,997,064

合  計 (Ｅ)＋(Ｈ) 29,274,434  合 計 (Ｆ)＋(Ｉ)＋(Ｋ) 29,274,434

 

（表１６）累積資金推移表                       （単位：千円） 

区     分 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

当年度資金剰余 

（△）不 足 額 
△6,953,551 △7,471,925 △2,174,882 △4,346,818 △8,997,064

累積資金剰余金 47,437,439 39,965,514 37,790,632 33,443,813 24,446,749
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４ 建設改良事業について 

中央卸売市場では、平成１３年１２月に第７次東京都卸売市場整備計画（計画期間：平成１３

年度～平成２２年度）を策定し、各市場の整備を行っている。 

平成１６年度における建設改良事業の執行状況は、表１７のとおり、予算額２３３億３，７４

９万余円に対し、執行額は１９８億８７５万余円で、執行率は８４．９％となっている。 

 

（表１７）建設改良事業執行状況                （単位：千円、％） 

 
予算額 

(A) 

執行額 

(B) 

執行率 

(B)/(A)

翌年度への 

繰越額 (C) 

不用額 

(A)-(B)-(C)

建設改良事業 23,337,498 19,808,752 84.9 48,477 3,480,268

施設拡張事業 22,825,265 19,449,664 85.2 48,477 3,327,123

施設改良事業 504,433 356,345 70.6 0 148,087 

資 産購入費 7,800 2,742 35.2 0 5,057

 

（１）施設拡張事業について 

施設拡張事業は、予算額２２８億２，５２６万余円に対し、執行額は１９４億４，９６６万

余円で、執行率は８５．２％となっている。 

その主なものは、豊洲新市場建設に伴う施設拡張事業で、港湾局への防潮護岸整備工事施行

委任（８９億７，６７９万余円）及び用地の取得（８３億２，６４３万余円）である。 

翌年度繰越額４，８４７万余円は、工期変更によるものであり、不用額３４億８，０２６万

余円は、主に、豊洲新市場建設に係る防潮護岸整備工事において工法の見直しを行ったことに

伴う工事費の縮減によるものである。 

 

（２）施設改良事業について 

施設改良事業は、予算額５億４４３万余円に対し、執行額は３億５，６３４万余円で、執行

率は７０．６％となっており、その主なものは、大田市場集中防災設備改良工事（１億２，７

５７万円）である。 
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（別表１）比較損益計算書
（単位：円、％）

平成１６年度 平成１５年度 増（△）減
金     額 金     額 金     額 率

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

営 業 収 益 14,200,358,880      14,157,984,302      42,374,578          0.3        

売 上 高 割 使 用 料 3,229,515,759       3,211,957,687       17,558,072          0.5        

施 設 使 用 料 8,060,321,514       8,066,309,663       5,988,149  △       0.1  △    

雑 収 益 2,910,521,607       2,879,716,952       30,804,655          1.1        

営 業 費 用 15,969,313,372      16,649,889,784      680,576,412  △     4.1  △    

管 理 費 10,545,612,605      11,154,890,772      609,278,167  △     5.5  △    

業 務 費 104,092,351         110,352,028         6,259,677  △       5.7  △    

減 価 償 却 費 5,109,282,152       5,132,175,459       22,893,307  △      0.4  △    

資 産 減 耗 費 210,326,264         252,471,525         42,145,261  △      16.7  △   

営 業 利 益 1,768,954,492  △   2,491,905,482  △   722,950,990         29.0  △   

営 業 外 収 益 5,275,267,860       6,301,613,885       1,026,346,025  △   16.3  △   

受 取 利 息 及 び
配 当 金

2,864,986,147       3,641,388,984       776,402,837  △     21.3  △   

一 般 会 計 補 助 金 2,220,552,000       2,387,303,000       166,751,000  △     7.0  △    

国 庫 補 助 金 991,000             931,000             60,000              6.4       

雑 収 益 188,738,713         271,990,901         83,252,188  △      30.6  △   

営 業 外 費 用 3,316,622,698       3,511,036,564       194,413,866  △     5.5  △    

生 鮮 食 料 品
流 通 対 策 費

139,672,367         157,058,195         17,385,828  △      11.1  △   

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

3,159,393,902       3,337,726,516       178,332,614  △     5.3  △    

繰 延 勘 定 償 却 15,327,080          15,095,710          231,370             1.5        

雑 支 出 2,229,349           1,156,143           1,073,206           92.8       

経 常 利 益 189,690,670         298,671,839         108,981,169  △     36.5  △   

特 別 利 益 0                   301,734,812         301,734,812  △     100  △  

特 別 利 益 0                   301,734,812         301,734,812  △     100  △  

特 別 損 失 264,499,977         545,463,307         280,963,330  △     51.5  △   

特 別 損 失 264,499,977         545,463,307         280,963,330  △     51.5  △   

当 年 度 純 利 益 74,809,307  △      54,943,344          129,752,651  △     236.2  △  

前 年 度 繰 越 欠 損 金 15,183,587,113      15,238,530,457      54,943,344  △      0.4  △    

当年度未処理欠損金 15,258,396,420      15,183,587,113      74,809,307          0.5        
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（別表２）比較貸借対照表
（単位：円、％）

平成１６年度 平成１５年度 増（△）減
金     額

構成比
金     額

構成比
金     額 率

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

固 定 資 産 600,589,022,463   95.0 593,018,498,249   93.8 7,570,524,214      1.3       

有 形 固 定 資 産 370,112,542,902   58.6 352,681,668,196   55.8 17,430,874,706     4.9       

土 地 176,044,678,850   27.9 164,149,765,805   26.0 11,894,913,045     7.2       

立 木 718,291,350       0.1 718,291,350       0.1 0                  0

建 物 133,617,737,487   21.1 136,068,648,223   21.5 2,450,910,736  △  1.8  △   

構 築 物 11,693,042,643    1.9 11,892,064,064    1.9 199,021,421  △    1.7  △   

機 械 及 び 装 置 29,653,082,987    4.7 31,064,826,321    4.9 1,411,743,334  △  4.5  △   

車 両 運 搬 具 8,753,714         0.0 10,463,714        0.0 1,710,000  △      16.3  △  

工具器具及び備品 81,243,838        0.0 95,164,611        0.0 13,920,773  △     14.6  △  

建 設 仮 勘 定 18,295,712,033    2.9 8,682,444,108     1.4 9,613,267,925      110.7     

無 形 固 定 資 産 14,203,561        0.0 9,402,053         0.0 4,801,508          51.1      

施 設 利 用 権 7,703,490         0.0 2,901,982         0.0 4,801,508          165.5     

電 話 加 入 権 6,500,071         0.0 6,500,071         0.0 0                  0

投 資 230,462,276,000   36.5 240,327,428,000   38.0 9,865,152,000  △  4.1  △   

投 資 有 価 証 券 300,000,000       0.0 300,000,000       0.0 0                  0

出 資 金 6,000,000         0.0 6,000,000         0.0 0                  0

貸 付 金 230,156,276,000   36.4 240,021,428,000   38.0 9,865,152,000  △  4.1  △   

流 動 資 産 31,314,373,549    5.0 38,937,014,430    6.2 7,622,640,881  △  19.6  △  

現 金 及 び 預 金 28,599,672,310    4.5 36,795,584,902    5.8 8,195,912,592  △  22.3  △  

預 金 28,599,672,310    4.5 36,795,584,902    5.8 8,195,912,592  △  22.3  △  

未 収 金 663,762,149       0.1 682,626,918       0.1 18,864,769  △     2.8  △   

営 業 未 収 金 18,468,153        0.0 46,816,585        0.0 28,348,432  △     60.6  △  

営 業 外 未 収 金 352,988,289       0.1 490,783,975       0.1 137,795,686  △    28.1  △  

未 収 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 還 付 金

291,312,972       0.0 132,990,400       0.0 158,322,572        119.0     

そ の 他 未 収 金 992,735           0.0 12,035,958        0.0 11,043,223  △     91.8  △  

貯 蔵 品 1,843,114         0.0 1,852,610         0.0 9,496  △          0.5  △   

そ の 他 貯 蔵 品 1,843,114         0.0 1,852,610         0.0 9,496  △          0.5  △   

前 払 金 1,902,545,976     0.3 1,276,100,000     0.2 626,445,976        49.1      

前 払 金 1,902,545,976     0.3 1,276,100,000     0.2 626,445,976        49.1      

そ の 他 流 動 資 産 146,550,000       0.0 180,850,000       0.0 34,300,000  △     19.0  △  

保 管 有 価 証 券 146,550,000       0.0 180,850,000       0.0 34,300,000  △     19.0  △  

繰 延 勘 定 45,615,660        0.0 59,329,740        0.0 13,714,080  △     23.1  △  

企 業 債 発 行 差 金 45,615,660        0.0 59,329,740        0.0 13,714,080  △     23.1  △  

企 業 債 発 行 差 金 45,615,660        0.0 59,329,740        0.0 13,714,080  △     23.1  △  

資 産 合 計 631,949,011,672   100 632,014,842,419   100 65,830,747  △     0.0  △   

（注）有形固定資産の減価償却累計額は、平成１６年度６３，４６２，８８１，７４０円、平成１５年度
　　　５８，８７１，００３，０７１円である。
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（別表２）比較貸借対照表
（単位：円、％）

平成１６年度 平成１５年度 増（△）減
金     額

構成比
金     額

構成比
金     額 率

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

固 定 負 債 3,667,198,696     0.6 98,724,696        0.0 3,568,474,000       －　

そ の 他 固 定 負 債 3,667,198,696     0.6 98,724,696        0.0 3,568,474,000       －　

土 地 年 賦 未 払 金 3,568,474,000     0.6 0                 0 3,568,474,000       －　

預 り 保 証 金 98,724,696        0.0 98,724,696        0.0 0                   0

流 動 負 債 6,720,422,753     1.1 4,375,436,173     0.7 2,344,986,580       53.6       

未 払 金 5,464,612,253     0.9 3,123,593,133     0.5 2,341,019,120       74.9       

営 業 未 払 金 1,153,083,954     0.2 1,288,388,905     0.2 135,304,951  △     10.5  △   

営 業 外 未 払 金 108,053,804       0.0 120,153,917       0.0 12,100,113  △      10.1  △   

建設改良費未払金 4,137,438,068     0.7 1,591,729,427     0.3 2,545,708,641       159.9      

そ の 他 未 払 金 66,036,427        0.0 123,320,884       0.0 57,284,457  △      46.5  △   

前 受 金 274,494           0.0 219,408           0.0 55,086              25.1       

営 業 前 受 金 89,550            0.0 0                 0 89,550              －　

営 業 外 前 受 金 184,944           0.0 219,408           0.0 34,464  △          15.7  △   

預 り 金 1,255,536,006     0.2 1,251,623,632     0.2 3,912,374           0.3        

預 り 保 証 金 1,255,536,006     0.2 1,251,623,632     0.2 3,912,374           0.3        

負 債 合 計 10,387,621,449    1.6 4,474,160,869     0.7 5,913,460,580       132.2      

資 本 金 341,645,505,845   54.1 322,639,005,531   51.0 19,006,500,314      5.9        

自 己 資 本 金 260,762,669,028   41.3 235,832,648,358   37.3 24,930,020,670      10.6       

固 有 資 本 金 2,180,981,776     0.3 2,180,981,776     0.3 0                   0

繰 入 資 本 金 24,922,254,586    3.9 24,922,254,586    3.9 0                   0

組 入 資 本 金 233,659,432,666   37.0 208,729,411,996   33.0 24,930,020,670      11.9       

借 入 資 本 金 80,882,836,817    12.8 86,806,357,173    13.7 5,923,520,356  △   6.8  △    

企 業 債 80,882,836,817    12.8 86,806,357,173    13.7 5,923,520,356  △   6.8  △    

剰 余 金 279,915,884,378   44.3 304,901,676,019   48.2 24,985,791,641  △  8.2  △    

資 本 剰 余 金 46,709,520,054    7.4 46,690,481,718    7.4 19,038,336          0.0        

受 贈 財 産 評 価 額 5,090,418,957     0.8 4,839,598,157     0.8 250,820,800         5.2        

国 庫 補 助 金 41,585,147,731    6.6 41,816,930,195    6.6 231,782,464  △     0.6  △    

工 事 負 担 金 22,474,725        0.0 22,474,725        0.0 0                   0

その他資本剰余金 11,478,641        0.0 11,478,641        0.0 0                   0

利 益 剰 余 金 233,206,364,324   36.9 258,211,194,301   40.9 25,004,829,977  △  9.7  △    

減 債 積 立 金 0                 0 5,520,378,703     0.9 5,520,378,703  △   100  △  

建 設 改 良 積 立 金 244,605,210,604   38.7 263,875,932,571   41.8 19,270,721,967  △  7.3  △    

貸 付 資 金 積 立 金 3,859,550,140     0.6 3,998,470,140     0.6 138,920,000  △     3.5  △    

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

15,258,396,420    2.4 15,183,587,113    2.4 74,809,307          0.5        

資 本 合 計 621,561,390,223   98.4 627,540,681,550   99.3 5,979,291,327  △   1.0  △    

負 債 資 本 合 計 631,949,011,672   100 632,014,842,419   100 65,830,747  △      0.0  △    
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